第１　調査のしくみ

　　１　調査の目的
　　　　漁業の生産構造・就業構造を明らかにするとともに、漁村、水産物流通・加工業等、漁業の背景の実態と変化を把握し、水産行政諸施策の企画・立案、推進等に必要な資料を整備することを目的としている。

　　２　調査の種類

　　　　調査は、海面漁業調査、内水面漁業調査及び流通加工調査の３種となっている。

　　３　調査の区分

　　　　海面漁業調査は、漁業経営体調査、漁業管理組織調査、海面漁業地域調査に区分し、県では海面漁業調査のうち漁業経営体調査を担当し、沿岸市町村を通じ実施している。

　　　　なお、その他の調査は、農林水産省地方統計組織が別途実施している。

　　４　調査期日

　　　　調査は平成20年11月１日現在で実施している。

　　５　調査の範囲

　　　　漁業経営体調査は、海面に沿う市町村を調査地区として実施している。

　　６　調査の系統

　　　　漁業経営体調査の系統は次のとおりとなっている。

　　　　農林水産省－県－市町村－調査員

　　　　

　　７　調査の方法

　　　　漁業経営体調査は、統計調査員が、調査客体に対し調査票を配付・回収を行う自計申告調査の方法により実施している。ただし、調査客体から面接調査の申出があった場合には、統計調査員による調査客体に対する面接調査の方法をとっている。

第２　調査の定義・約束事項（海面漁業調査関係）

　　１
漁業経営体


　過去１年間に利潤又は生活の資を得るために、生産物を販売することを目的として、海面において水産動植物の採捕又は養殖の事業を行った世帯又は事業所をいう。ただし、過去１年間における漁業の海上作業従事日数が30日未満の個人経営体は除いている。

２　経営組織


　漁業経営体を経営形態別に分類する区分をいう。


(1)　個人経営体


　　　個人で漁業を自営する経営体をいう。


(2)　団体経営体


　個人経営体以外の漁業経営体をいい、会社、漁業協同組合、漁業生産組合、共同経営、その他（官公庁、学校、試験場など）に区分している。

3　経営体階層


  漁業経営体が「過去１年間に主として営んだ漁業種類」又は「過去１年間に使用した漁船のトン数」により、次のとおり区分している。


(1)　過去１年間に主として営んだ漁業種類（販売金額１位の漁業種類）により決定した経営体階

　　　　層


　　大型定置網、さけ定置網、小型定置網及び海面養殖の各階層

(2)　過去１年間に使用した漁船の種類及び動力漁船の合計トン数（動力漁船の合計トン数には、遊漁のみに使用する船、買い付け用の鮮魚運搬船等のトン数は含まない。）により決定した経営体階層（漁船非使用、無動力漁船、船外機付漁船、動力１トン未満から動力3,000トン以上の階層までの16経営体階層）

４　漁業層

・沿岸漁業層　漁船非使用、無動力漁船、船外機付漁船、動力漁船10トン未満、定置網及び海面養殖の各階層を総称したものをいう。


　・中小漁業層　動力漁船10トン以上1,000トン未満の各階層を総称したものをいう。


　・大規模漁業層　動力漁船1,000トン以上の各階層を総称したものをいう。

５　漁船


　過去1年間に経営体が漁業生産のために使用したものをいい、主船のほかに付属船（まき網における灯船、魚群探索船、網船等）を含む。ただし、漁船の登録を受けていても、過去１年間漁業生産に使用しなかった船、直接漁業生産に使用しなかった船（遊漁のみに使用した船、買い付け用の鮮魚運搬船等）は除く。

　　　　なお、漁船隻数の算出に当たっては、上記のうち調査日現在保有しているものに限定している（重複計上を回避するため）。

６　経営体の専兼業分類


(1)　専業


　個人経営体で、満15歳以上の世帯員の中に自営漁業以外の仕事に従事した者がいないものをいう。

(2)　第１種兼業


　個人経営体で、満15歳以上の世帯員の中に自営漁業以外の仕事に従事した者がいるもので、自営漁業の年間収入が自営漁業以外の年間収入を上回るものをいう。


(3)　第２種兼業


　個人経営体で、満15歳以上の世帯員の中に自営漁業以外の仕事に従事した者がいるもので、自営漁業以外の年間収入が自営漁業の年間収入を上回るものをいう。

７　基幹的漁業従事者


　個人経営体の世帯員のうち、満15歳以上で自営漁業の海上作業従事日数が最も多い者をいう。

８　漁業就業者


　満15歳以上で過去１年間に自営漁業又は漁業雇われの海上作業に年間30日以上従事した者をいう。

　　

　　９　新規就業者

　　　　過去１年間に漁業で恒常的な収入を得ることを目的に主として漁業に従事した者で、①新たに漁業を始めた者、②他の仕事が主であったが漁業が主となった者、③普段の状態が仕事を主としていなかったが漁業が主となった者のいずれかに該当する者をいう。

　　　　なお、前述のうち個人経営体の自営漁業のみに従事した者については、海上作業に30日以上従事した者を新規就業者とした。

10　その他


(1)　この概要に掲載の数値は、四捨五入のため合計と一致しないものがある。


(2)　表中の「－」は該当数値のないもの、「0.0」は単位に満たないものを示す。



この確報についての問い合わせ先





岩手県総合政策部調査統計課　経済統計担当


〒020-8570　岩手県盛岡市内丸10-1


電話　019-629-5305
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